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ごあいさつ

代表取締役社長

　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り、厚く
御礼申しあげます。

　当社におきましては、平成23年12月以降、全ての原
子力発電所が停止しており、厳しい需給並びに収支・財務
状況が続いております。

　このような状況のもと、当上半期の連結収支につきまし
ては､電気料金の値上げなどにより、売上高は前年同期に
比べ増加しましたが、購入電力料が増加したことなどから、
経常損益は前年同期に比べ436億円赤字幅が縮小したも
のの、319億円の損失となりました。また、資産売却など
の特別利益が減少したことなどから、四半期純損益（４～９
月累計）は前年同期並みの359億円の損失となりました｡

　このような業績を踏まえ、当期の中間配当につきまして
は、遺憾ではございますが、引き続き見送らせていただき
ました。株主の皆さまには誠に申し訳なく、深くお詫び申し
あげます。

　最重要課題であります原子力発電所の再稼働への取組
みにつきましては、川内１、２号について、本年９月に原子
力規制委員会から原子炉設置変更許可をいただきました。
また、残る工事計画認可申請及び保安規定変更認可申請
に係る補正書を提出しております。今後とも、一日も早い
再稼働を目指し、国の審査に全社を挙げて対応してまいり
ます。併せて、地域の皆さまにご理解やご安心をいただけ
るよう、様々な機会を捉え丁寧なご説明を行うなど、きめ
細かな対応に努めてまいります。

　また、厳しい収支・財務状況が続く中、グループ一体
となったコスト管理と徹底した効率化に取り組んでおり
ます。

　再生可能エネルギーにつきましては、太陽光の接続申
込みが集中し、電力の安定供給が困難となる見通しとなっ
たことから、やむを得ず接続申込みへの回答を保留してお
ります。当社といたしましては、電力の安定供給を前提と
して、今後も再生可能エネルギーの最大限の導入を目指
して取り組んでまいります。

　株主の皆さまにおかれましては、なお一層のご理解とご
協力を賜りますようお願い申しあげます。

平成26年11月
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事業の状況（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）

当上半期のわが国経済は、消費税増税に伴う駆け込み需
要の反動などにより、一部弱い動きがみられるものの、基
調として緩やかに回復しています。九州経済も、設備投資
が着実に持ち直しており、雇用・所得環境にも改善の動き
がみられるなど、緩やかに回復しています。
このような状況のもと、当上半期の連結収支につきまし
ては、収入面では、電気事業において、販売電力量の減少
はありましたが、前期の期中に実施しました電気料金の値
上げや燃料費調整の影響による料金単価の上昇などにより
電灯電力料が増加したことや、再エネ特措法交付金が増加
したことなどから、売上高（営業収益）は前年同期に比べ
７.１％増の９,２９５億円、経常収益は７.２％増の９,３７１億円とな
りました。一方、支出面では、グループ一体となったコス
ト削減に取り組んでいますが、電気事業において、再生可
能エネルギー電源からの購入電力料が増加したことなどか
ら、経常費用は２.０％増の９,６９１億円となりました。
以上により、経常損益は前年同期に比べ４３６億円赤字幅
が縮小し３１９億円の損失となりました。また、四半期純損
益（４～９月累計）は資産の売却などの特別利益が４５３億
円減少したことなどから、前年同期並みの３５９億円の損失
となりました。
事業別の業績（内部取引消去前）は、次のとおりとなり
ました。

電気事業

当上半期の販売電力量につきましては、電灯、業務用電
力などの一般需要は、５月から９月の気温が前年に対し低
めに推移したことによる冷房需要の減少などから、前年同
期に比べ７.０％の減少となりました。また、大口産業用需
要は、鉄鋼などの生産が増加したことから、０.６％の増加
となりました。この結果、当上半期の総販売電力量は４０２億

２千万kWhとなり、４.９％の減少となりました。
一方、供給面につきましては、原子力発電所の運転停止
が継続している中、需要の減少や新エネルギー等の受電増
加などがありましたが、自社火力を調整し対応しました。
当上半期の業績につきましては、売上高は、販売電力量
の減少はありましたが、前期の期中に実施しました電気料
金の値上げや燃料費調整の影響による料金単価の上昇など
により電灯電力料が増加したことや、再エネ特措法交付金
が増加したことなどから、前年同期に比べ７.１％増の８,５４０
億円となりました。営業損益は、再生可能エネルギー電源
からの購入電力料の増加などはあったものの、売上高が増
加したことなどから、４３７億円赤字幅が縮小し２７３億円の損
失となりました。

エネルギー関連事業

売上高は、発電所補修工事の増加やガス販売による収入
増などにより、前年同期に比べ１５.１％増の８６２億円、営業
利益は、プラント工事に係る売上原価の増加などにより、
１１.９％減の４６億円となりました。

情報通信事業

売上高は、情報システム開発の受託増や携帯電話事業者
向けデータ伝送サービスの収入増などにより、前年同期に
比べ３.５％増の４２２億円、営業利益は、ブロードバンドサー
ビスに係る販売費の増加などにより、１６.２％減の４５億円と
なりました。

その他の事業

売上高は、建物賃貸に係る収入の増加などにより、前年
同期に比べ２.２％増の１２１億円、営業利益は１７.７％増の１５億
円となりました。
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（　　）は前年同期比

■発電設備（出力）の構成

■売上高（営業収益）の推移（4～9月累計）

■四半期純損益の推移（4～9月累計）

■販売電力量の推移

■主要供給設備

凡　例
水力発電所（5万kW以上）
揚水発電所（純揚水発電所）
火力発電所
原子力発電所
地熱発電所
内燃力発電所
風力発電所
太陽光発電所
主要変電所、開閉所
50万V送電線
22万V送電線
他社設備
発電所の数値は出力（MW）
を示す
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喜界島

沖永良部島

（平成26年9月30日現在）

玄海原子力
3,478

唐津
875

新小倉
1,800

至中国電力

脊振 中央
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大牟田
3

中九州

南九州

宮崎

北九州
豊前

松浦700

相浦875 天山600

苓北1,400

甑島列島

苅田735

豊前1,000
豊前ディーゼル3.6

岩屋戸
51.5

塚原63.05
諸塚50上椎葉

93.2

一ツ瀬
180

小丸川
1,200

ひむか

大淀川第二
71.3大淀川第一

55.5

大霧30

新大分2,295

八丁原110
八丁原
バイナリー2

柳又63.8 滝上
27.5

大岳
12.5

大平
500

川内
1,000

川内原子力
1,780

山川
30

野間岬
3

松原50.6

西九州

事業の状況 設備の状況

■発受電電力量のエネルギー別構成
（参考）

新エネルギー等
7%

新エネルギー等※
1.08%

※新エネルギー等には、地熱、太陽光、風力等を含みます。 （注）原子力による発電実績はございません。0
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年度計
874.7 853.5

429.7 420.6

△1,495（-）

△357（-）
△359（-）

△133（-）

大口産業用需要 一般需要

120.3120.3 123.0123.0 122.3122.3

319.0319.0 306.7306.7 298.3298.3

636.3636.3 614.1614.1

238.4238.4 239.4239.4
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石炭
31%
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（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億kWh）
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四半期連結財務諸表

四半期連結貸借対照表（平成２６年９月３０日現在）
（単位：百万円）

資産の部
科 目 金 額

固 定 資 産
電 気 事 業 固 定 資 産
水 力 発 電 設 備
汽 力 発 電 設 備
原 子 力 発 電 設 備
内 燃 力 発 電 設 備
新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 設 備
送 電 設 備
変 電 設 備
配 電 設 備
業 務 設 備
そ の 他 の 電 気 事 業 固 定 資 産
そ の 他 の 固 定 資 産
固 定 資 産 仮 勘 定
建 設 仮 勘 定 及 び 除 却 仮 勘 定
核 燃 料
装 荷 核 燃 料
加 工 中 等 核 燃 料
投 資 そ の 他 の 資 産
長 期 投 資
使 用 済 燃 料 再 処 理 等 積 立 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金 （貸 方）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金 （貸 方）

３,８３５,４６４
２,２７１,３７６
２９０,１０８
１６２,８２８
２０２,７６２
１７,７７２
１３,１２５
６２８,７２７
２２０,４６７
６１２,７８１
１１７,０２１
５,７８２

２９６,４４７
３６５,１１９
３６５,１１９
２８０,１９２
８４,１２７
１９６,０６５
６２２,３２８
１１０,００７
２５９,４５１

２６８
１４６,８７８
１０６,６４１

△ ９１８
８０１,９５０
４２７,９２３
１８６,７３３
９８,８９７
３３,８０７
５５,２９８

△ ７１０

合 計 ４,６３７,４１４

負債及び純資産の部
科 目 金 額

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
使 用 済 燃 料 再 処 理 等 引 当 金
使用済燃料再処理等準備引当金
退 職 給 付 に 係 る 負 債
資 産 除 去 債 務
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

流 動 負 債
１年以内に期限到来の固定負債
短 期 借 入 金
コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー
支 払 手 形 及 び 買 掛 金
未 払 税 金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

引 当 金
渇 水 準 備 引 当 金

負 債 合 計

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
為 替 換 算 調 整 勘 定
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

少 数 株 主 持 分
純 資 産 合 計

３,４１１,２９０
１,１６４,２６３
１,６１８,５７５
２９９,９９６
２７,１９６
５２,０３５
２０４,５３４

２９３
４４,３９６
６７０,１５４
２４４,３５４
１１８,１５２
６９,０００
７７,９８１
２０,６９３

７３
１３９,８９８

３７６
３７６

４,０８１,８２０

５０５,０５８
２３７,３０４
１３１,１３０
１３８,９６９

△ ２,３４６
３１,１１９
２,８６３
５,５４８
３６

２２,６７１
１９,４１６
５５５,５９４

合 計 ４,６３７,４１４
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四半期連結損益計算書（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）
（単位：百万円）

費用の部
科 目 金 額

営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用

そ の 他 事 業 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

四 半 期 経 常 費 用 合 計

四 半 期 経 常 損 失

渇 水 準 備 金 引 当 又 は 取 崩 し

渇 水 準 備 金 引 当

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 損 失

法 人 税 等

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

少数株主損益調整前四半期純損失

少 数 株 主 利 益

四 半 期 純 損 失

９４５,７８９

８７７,５７２

６８,２１７

（ １６,２６５）

２３,３１５

２０,０６７

３,２４７

９６９,１０５

３１,９４６

３７６

３７６

３１,２４７

３,８４７

３,４５８

３８８

３５,０９４

８０６

３５,９０１

収益の部
科 目 金 額

営 業 収 益

電 気 事 業 営 業 収 益

そ の 他 事 業 営 業 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

四 半 期 経 常 収 益 合 計

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

９２９,５２４

８５２,９７１

７６,５５２

７,６３４

２,０１４

２,０５０

３,５６８

９３７,１５８

１,０７６

１,０７６
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四半期連結財務諸表

（単位：百万円）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書の要旨（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）

連結決算対象会社（平成２６年９月３０日現在）

科 目 金 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 四 半 期 末 残 高

△ ４,０５２
△１２５,３７５
１８４,９２７

７５８
５６,２５８
３８４,７６９
４４１,０２７

連結子会社４０社
（株）キューデン・インターナショナル
九州通信ネットワーク（株）
大分エル・エヌ・ジー（株）
（株）電気ビル
北九州エル・エヌ・ジー（株）
九電みらいエナジー（株）
ニシム電子工業（株）
（株）キャピタル・キューデン
九電テクノシステムズ（株）
（株）九電ハイテック
西日本空輸（株）
西日本プラント工業（株）
九州高圧コンクリート工業（株）
九電産業（株）
九電ビジネスソリューションズ（株）
（株）アール・ケー・ケー・コンピューター・サービス
西日本技術開発（株）
九電不動産（株）
キュウシュウ・エレクトリック・オーストラリア社
キュウシュウ・エレクトリック・ウィートストーン社
キューデン・インターナショナル・ネザランド
九電新桃投資股�有限�司
パシフィック・ホープ・シッピング・リミテッド ほか１７社

持分法適用会社３１社
戸畑共同火力（株）
（株）福岡クリーンエナジー
大分共同火力（株）
（株）九電工
（株）キューヘン
誠新産業（株）
（株）九建
キュウシュウ・トウホク・エンリッチメント・インベスティング社
エレクトリシダ・アギラ・デ・トゥクスパン社
エレクトリシダ・ソル・デ・トゥクスパン社 ほか２１社

6
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今夏の需給実績と今冬の需給見通しについて

１　今夏の需給実績 ２　今冬の需給見通し
　今夏は、７月21日の梅雨明け以降、一時的に高気温となり、

７月25日に今夏の時間最大電力1,522万kＷを記録しました。

一方、８月は、台風接近や前線の影響などにより曇りや雨の日が

多く、日照時間が記録的に短くなるなど、冷夏となり、最大電力

需要は低めに推移しました。

　供給面では、お盆以降、当社火力発電所のトラブルが続きま

したが、早期復旧に最大限取り組んだ結果、需給への大きな影

響はありませんでした。８月上旬には電源開発㈱松浦発電所２号

機の部分復旧などがあり、期間を通じて安定供給を維持するこ

とができました。

　また、今夏の節電効果につきましては、昨夏と同程度となりま

した。これは、お客さまが広く節電にご協力いただいた結果と考

えております。

　原子力発電所の再稼働がない場合、定着節電として、昨冬お取

り組みいただいた節電の約９割を織り込んだ電力需要に対して、

他電力会社からの応援融通受電等の可能な限りの供給力対策を

織り込むことで、電力の安定供給に最低限必要な予備率３％以上

を何とか確保できる見通しです。

　しかしながら、平成23年度並みを超える厳寒による電力需要

の急増、及び火力発電所等の電力供給設備のトラブルなどが発

生した場合には、より厳しい需給状況となることが予想されます。

　このため、今冬におきましても、お客さまの生活・健康や生産・

経済活動に支障のない範囲で可能な限りの節電をお願いしてい

るところです。

　当社としましては、社員一丸となって、あらゆる需給両面の対策

に取り組み、引き続き、電力の安定供給確保に努めてまいります。

最大電力と最高気温の相関 今冬の需給見通し（原子力の再稼働がない場合）
[発電端：万kＷ]

（注1）需　要：H23年度並みの厳寒を想定
（注2）太陽光については、冬季は日没後にピークが発生するため、供給力として見込めません
（注3）四捨五入の関係で合計値が合わないことがあります

1,400　
1,482　

0　
1,193　
77　
153　
1　
17　
35　
6　
82　

［5.8%］

   需　要（注1）

供給力（合計）

供給力－需要
［予備率］

1,516　
1,562　

0　
1,201　
69　
175　
1　
17　
93　
6　
46　

［3.0%］

1,516　
1,562　

0　
1,225　
67　
176　
1　
17　
70　
6　
46　

［3.0%］

1,286　
1,340　

0　
1,095　
75　
111　
1　
17　
35　
6　
54　

［4.2%］

原 子 力
火 　 力
水 力
揚 　 水

地 　 熱
融 　 通
新電力等

12月 1月 2月 3月

最
大
電
力（
発
電
端
）

当日最高気温（九州7県平均） ［℃］

［万kW］
1,800

1,700

1,600

1,500

1,400

1,300

1,200

1,100

1,000
25 30 35

10%程度減少

太陽光（注2）・風力
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毎日の暮らしの中でできる節電について
　日頃より、節電にご協力いただき誠にありがとうございます。ご家庭における節電の取組事例及びお客さまの節
電への取組みをサポートする「でんき予報」について紹介いたしますので、ご活用ください。引き続き節電へのご理
解とご協力をお願い申しあげます。（注）製品の性能や特性によっては最適な方法が異なりますので、取扱説明書の内容などもご確認ください。

当社ホームページ

〈掲載イメージ図〉

http://www.kyuden.co.jp/power_usages/pc.html

● エアコン

本日のでんき予報○月○日（○曜日） （○月○日 6時55分発表）

予想使用率

86%
予想最大電力 （18～19時発生見込み）

1,080万kW
ピーク時供給力

1,253万kW
予想最高気温

19.5℃

※携帯電話・スマートフォンからでも閲覧できます。

▪お客さまの節電への取組みをサポートするために、電
力の需給状況をお知らせしています。
▪1日の1時間ごとの「電力使用状況の推移」も掲載して
います。
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● でんき予報（電力のご使用状況）

■ 設定温度は控えめに
衣服などで調整して、設定
温度をできるだけ外気温
に近づけましょう。冬の設
定温度は20℃を目安に。

タイマーを使う、外出時は早めに切るなどの工夫をしま
しょう。

■ 使うのは必要な時だけに

■ 設定温度は適切に

■ 食品は十分に冷ましてから
食品を温かいまま入れると、庫内
の温度が上がり、冷やすのに余分
なエネルギーがかかります。

庫内の温度設定ができるようになって
います。適切に調節しましょう。

● 冷蔵庫

本日実績（5分値）　　　　  本日実績（1時間値）　　　　  予測値　　　　  本日のピーク時供給力（　　　発生予想時間帯）
前日実績（5分値）  ※土・日曜日については前週実績、月曜日については前週金曜日実績を参考値として表示します。

トピックス
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インフォメーション
株式の状況

株式分布状況（普通株式）

発行可能株式総数
発行済株式の総数　普通株式
　　　　　　　　　A種優先株式

10億株
4億7,418万3,951株

1,000株
株主数　普通株式
　　　　A種優先株式

163,347名
1名

■ 株主分布（地域別）

（平成26年9月30日現在）

四国

近畿
中部 関東

東北

中国
2.5％

4.1％

12.5％ 9.4％

21.8％
0.8％

九州

47.8％

北海道
0.6％

外国
0.3％

沖縄
0.2％

■ 当社株価と日経平均株価の推移

H23.9 H24.3 H24.9 H25.3 H25.9 H26.9H26.3

日経平均株価（円）

当社
株価（円）
2,000
1,500
1,000
500

17,000
16,000
15,000
14,000
13,000
12,000
11,000
10,000
9,000
8,000
7,000

日経平均株価
（月末終値）
日経平均株価
（月末終値）

当社株価
（月末終値）
当社株価
（月末終値）

■ 所有者別 

■ 所有株数別

金融機関
40.6％

個人・その他
33.7％

外国人
19.0％

政府・地方公共団体
0.9％

1～99株
23.1％

100～499株
34.1％

1,000～
4,999株
26.0％

500～999株
13.3％

5,000株以上 3.5％

証券会社 1.0％その他国内法人 4.8％

●
● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ●
●

● ● ● ●

● ● ●
● ● ● ● ● ●

● ● ●
● ● ● ● ●

●

●

●

●
●

●
●●

●
●

●
● ● ● ●

●

●

●
●

●

● ● ● ●
●

● ●

●

●

● ● ●
●

●
●

● ●

●
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日経平均株価
（月末終値）

当社株価
（月末終値）
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株主メモ
事 業 年 度
定時株主総会
基 準 日

4月1日から翌年3月31日まで
6月
定時株主総会・期末配当  3 月31日
中間配当　　　　　　　　9 月30日
（その他必要あるときはあらかじめ公告します。）

単 元 株 式 数

証 券 コ ード

普通株式　 100株
Ａ種優先株式　1株
9508

公 告 方 法 電子公告により、当社のホームページに掲載いた
します。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない
場合は、福岡市において発行する西日本新聞に
掲載して行います。
●ホームページ　http：//www.kyuden.co.jp

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

（平成26年9月30日現在）

（平成26年9月30日現在）

昭和26年5月1日
2,373億486万3,699円
13,272名

会社概要
設 立 年 月 日
資 本 の 額
従 業 員 数

主要事業所
　本　　店

　支　　社

取締役及び監査役
貫　　 正 義
瓜 生 道 明
山 元 春 義
鎮 西 正 直
吉 迫　　 徹
佐 藤 尚 文
荒 牧 智 之

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

取 締 役

平 田 宗 充
大 島　　 洋
伊 﨑 数 博
薬真寺偉臣
佐 木有三
渡 辺 顯 好
松 井　　 茂

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常任監査役

小 野 丈 夫
平 野 俊 明
矢 田 俊 文
内 海 善 雄
古 荘 文 子

監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号
☎（092）761-3031
北九州・福岡・佐賀・長崎・大分・熊本・宮崎・鹿児島・東京
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◎特別口座でご所有の株式について、売買・譲渡するためには、「証券会社の口座（一般
口座）」への振替手続きが必要です（単元未満株式の買取・買増手続きは、特別口座
でも請求可能です）。

◎特に、現在「特別口座」と「一般口座」の両方にお預けの場合には、特別口座から一般
口座へのお振り替えにより、一般口座で一括管理されることをお勧めします。

◎お預け状況の確認や口座振替をご希望される株主さまは、上記の三井住友信託銀行
までお問い合わせください。

＊特別口座から一般口座への振替には手数料はかかりません。
＊証券会社によって、口座開設手数料や管理料が発生する場合がございます。
  詳細は、振替先の証券会社までお問い合わせください。

九州電力株式会社
〒810-8720  福岡市中央区渡辺通二丁目1番82号  TEL 092-761-3031（代表）
ホームページアドレス  http：//www.kyuden.co.jp

株式に関するお手続きのお問い合わせ

住所変更､単元未満株式（100株未満）の買取・買増請求､相続のお手続きなど

株式を証券会社へお預けでない株主さま
（特別口座に株式をお持ちの株主さま）

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
☎0120-782-031（フリーダイヤル）
http://www.smtb.jp/personal/agency/
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号

株式を証券会社へお預けの株主さま お取引の各証券会社

特別口座に株式をお持ちの株主さまへ


